
商工会の運営に関する検査実施要綱 

（目的） 

第１条  この要綱は，商工会法に基づく検査の実施について必要な事項

を定め，商工会法の適正かつ円滑な実施の確保を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号

に定めるところによる。 

(1) 検査とは，商工会法（昭和３５年５月２０日法律第８９号。以下

「法」という。）第５０条第１項に規定する検査をいう。 

(2) 書面調査とは，法第５０条第１項に規定する報告を徴することを

いう。 

（検査の実施体制） 

第３条  検査は，函館市が実施するものとする。 

２  検査は，商工会の運営状況を的確に把握し，適正かつ円滑な運用を

図るため，１商工会につき概ね３年に１回を基本として定期的に実施

するものとする。 

３  定期的に実施する検査（以下「定期検査」という。）のほか，必要

に応じて緊急に行う臨時の検査または書面調査を実施することができ

るものとする。 

（検査の方法） 

第４条  検査は，実地で行うものとし，原則として職員２名以上で行う

ものとする。 

２  検査を実施する職員は，商工会法施行規則第１０条に規定する立入

検査証を携帯するものとする。 

３  検査の実施に要する期間は，１商工会につき１～２日 を目処とし，

実情に応じて定めるものとする。 

４  検査の実施にあたっては，商工会の日常業務に対する認識を高める

ため可能な限り役員の立会を求めるものとする。 

（検査事項） 



第５条  検査における検査事項は，別表のとおりとする。ただし，特に

必要と認められる場合には，上記以外の事項についても追加すること

ができるものとする。 

（検査の通知） 

第６条  定期検査の実施にあたっては，対象となる商工会の業務に配慮

し，別紙様式１により事前に通知するものとする。 

（検査実施後の措置) 

第７条  検査実施後の措置は，次のとおりとする。 

(1) 検査を実施した職員は，検査を終了したときは，立会人に対して，

検査の結果について講評を行うものとする。 

なお，講評内容を後目公文書で正式に通知することを申し添える

こと。 

(2) 検査を実施した職員は，速やかに検査結果通知書（別紙様式２）

を作成し，所属長に報告するものとする。 

(3) 検査の結果について，当該商工会に対し別紙様式３により通知す

るものとするが，改善を要する事項があると認められるときは，期

限を定めて別紙様式４により措置状況・今後の対応方針等について

報告を求めるものとする。 

附  則 

この要綱は，平成１１年９月１日から施行する。 


